
計画地

1

2

地区面積 構造

階数 高さ

名称 施行区域面積

名称 幅員 延長 面積

都市計画道路
放射第12号線

都市計画道路
放射第28号線

特別区道中日
第20号線

５．５ｍ～約２７．４
ｍ【１１．０～約２
７．４ｍ】

約１４０ｍ －

特別区道中日
第281号線

６．３ｍ～１０．３ｍ
【１０．３ｍ】 約１２０ｍ －

特別区道中日
第284号線

６．５ｍ～９．１ｍ
【６．５ｍ～９．１ｍ】 約１６０ｍ －

特別区道中日
第285号線

７．５ｍ
【１５．０ｍ】 約１７０ｍ －

A － －
高層部Ａ　１６０ｍ
低層部Ａ　５６ｍ －

B － － 低層部Ａ　５６ｍ －

C － －
高層部Ｂ　１８０ｍ
高層部Ｃ　１００ｍ
低層部Ａ　５６ｍ

－

D － － 低層部Ｂ　１２ｍ －

建築面積

A 約２，８００㎡

B 約８，０００㎡

C 約５，６００㎡

D 約１６０㎡

約８０，９００㎡
（約８０，３００㎡）

－

約１４４，０００㎡
（約１１９，８００㎡）

－

約３２０㎡
（約３２０㎡）

－

公共公益施設

延べ面積(容積対象) 住宅建設の目標

約５９，０００㎡
（約４５，９００㎡）

－

壁面の
位置の限度

主要用途

事務所

店舗

事務所、店舗

建築物の整備

建蔽率 容積率
建築物の
高さの限度

公共施設の
配置及び規模

備考

道
路

別に都市計画において定めるとおり

別に都市計画において定めるとおり

【　】は全幅員
既設（再整備）

拡幅

既存道路の再整備

既設（再整備）

日本橋二丁目地区
第一種市街地再開発事業

約２．６ｈａ

（にほんばし２ちょうめ）

ＮＯ．１９２　　日本橋二丁目地区（組合施行）
１　計画の概要

中央区日本橋二丁目地内

計画の概要

土地の集約化と街区再編を行い、防災性の向上及び日本橋駅が有する駅機能の改善と強化を図る。

日本橋駅前拠点にふさわしい業務・商業機能の更新と歴史的建築物の保存活用を図る。

約２．６ｈａ
鉄骨造・鉄筋コンクリート造
鉄骨鉄筋コンクリート造

Ａ街区　地上２７階/地下５階　　Ｂ街区　地上８階/地下３階
Ｃ街区　地上３２階/地下５階　　Ｄ街区　地上１階/地下１階

Ａ街区　約１４３ｍ　Ｂ街区　約４３ｍ
Ｃ街区　約１７５ｍ　Ｄ街区　約３ｍ

２　都市計画の内容



建築敷地面積

Ａ 約３，０００㎡

B 約８，３６０㎡

C 約６，０３０㎡

D 約２６０㎡

都市計画決定

種　類
容積率の
最高限度

建蔽率の
最高限度

容積率の
最低限度

A 約０．６ha １，５３０％

B 約１．１５ha ９６０％

C 約０．８ha １，９９０％

D 約０．０５ha ４００％ １０％

A
高層部A　GL+160m
低層部A　GL+56m

B 低層部A　GL+56m

C
高層部B　GL+180m
高層部C　GL+100m
低層部A　GL+56m

D 低層部B　GL+12m

都市計画決定

敷地面積 建蔽率

延べ面積 容積率

用途 駐車場

事業認可 総事業費

４　事業計画の概要

Ａ街区　　約６０，１３８㎡
Ｂ街区　　約８０，５８０㎡
Ｃ街区　約１４８，０６２㎡
Ｄ街区　　　　　約２９７㎡

Ａ街区　約１，５１６％
Ｂ街区　　　約９５４％
Ｃ街区　約１，９８８％
Ｄ街区　　　約１１２％

A街区　　　事務所・店舗
Ｂ街区　　　　　　　　店舗
Ｃ街区　　　事務所・店舗
Ｄ街区　　　　　　　　倉庫

５５４台

平成２５年４月１２日　東京都告示第１５３７６号
平成２７年１０月３０日　東京都告示第１５６４号（変更）
平成２９年６月６日　東京都告示第９７４号（変更）
平成３０年１月１６日　東京都告示第３０号（変更）
平成３０年６月１日　東京都告示第８１０号（変更）
平成３１年１月１１日　東京都告示第２８号（変更）
令和元年１０月２４日　東京都告示第６１３号（変更）

約１，６１０億円

Ａ街区　　　約２，９９１㎡
Ｂ街区　　　約８，３６４㎡
Ｃ街区　　　約６，０２４㎡
Ｄ街区　　　　　約２６５㎡

Ａ街区　　　約９０％
Ｂ街区　　　約９２％
Ｃ街区　　　約９９％
Ｄ街区　　　約６１％

３　都市再生特別地区

面　積 建築面積の最低限度

都市再生特別地
区（日本橋二丁
目地区）

８０％
ただし、建築基準
法第53条第5項第
1号に該当する建
築物にあっては、
2/10を加えた数値

とする。

４００％

１，０００㎡

７，０００㎡

１，０００㎡

１０㎡

建築物の
高さの最高限度

壁面の位置の制限

建築物の外壁又はこれに代わる柱は計画図に示す壁面線を超えて建築してはなら
ない。ただし、次の各号の一に該当する建築物等はこの限りではない。
①歩行者の快適性及び安全性を高めるために設けるひさし、その他これに類するも
の
②地下鉄駅出入口施設等の公益上必要な建築物等で当該建築物の敷地内に存す
るもの
③給排気施設の部分
④建物の出入口の上部に位置するひさしの部分
⑤街区間を接続する空中歩廊
⑥景観形成上必要な意匠上の突起物

平成２３年１２月１９日　東京都告示第１７７３号

建築敷地の
整備

整備計画 備考

良好な都市環境づくり及び
地域の防災性の向上のた
め、敷地内に歩道状空地及
び地下広場を設け、快適な
歩行者空間を確保する。

地区計画区域内及び都市再生特別地
区内にあり

平成２３年１２月１９日　中央区告示第２１２号



年　　月　　日

平成１２年　６月１５日 日本橋・東京駅前地区地区計画都市計画決定

平成１４年　７月２４日 都市再生緊急整備地域指定

平成２０年　４月２２日 日本橋二丁目地区市街地再開発準備組合設立

平成２３年１２月１９日

平成２５年　４月１２日

平成２６年　２月１２日

平成２６年　３月１５日

平成２７年　４月　１日

平成２７年１０月３０日

平成２８年１１月２５日

平成２９年　６月　６日

平成３０年　１月１６日

平成３０年　１月３１日

平成３０年　６月　１日

平成３０年　６月３０日

平成３１年　１月１１日

平成３１年　２月２８日

令和元年１０月２４日

令和元年１２月１０日 組合解散認可

同一都市再生特別地区内で住友不動産東京日本橋タワーが竣工（本施行区域外）

事業計画変更認可

日本橋・東京駅前地区地区計画都市計画変更

事業計画変更認可

事業計画変更認可

Ａ街区工事完了公告

事業計画変更認可

Ｃ街区及びＤ街区工事完了公告

事業計画変更認可

Ｂ街区工事完了公告

事業計画変更認可

権利変換期日

５　経緯

内　　　　　　　　　　　　　容

市街地再開発事業の都市計画決定
都市再生特別地区及び地区計画の都市計画変更

市街地再開発組合設立認可

権利変換計画認可



６　位置図

容量の都合上、写真を削除いたしました。上記更新作業のみお願いいたします。

７　区域図

容量の都合上、写真を削除いたしました。上記更新作業のみお願いいたします。

都市再生特別地区



８　竣工写真


